
はしがき

　本書は、所有者不明土地の解消に向けた 2021（令和 3）年の民法・不動産
登記法等の改正（令和 3 年法律第 24 号）と相続土地国庫帰属法（令和 3 年法
律第 25 号）について、詳解シリーズの第 2弾として企画されました。
　詳解シリーズでは、第 1弾として、債権法の現代化を目標に、大規模な改
正が行われた 2017（平成 29）年民法改正（平成 29 年法律第 44 号、2020 年 4 月
1 日施行）を取り上げ、改正により新たに追加され、変更された制度を中心
に、改正内容を客観的に解説するとともに、どのような解釈問題があるのか
を検討しました。
　その後も、民法については、平成 30 年民法および家事事件手続法の改正
（平成 30 年法律第 72 号、一部は 2019 年から施行、その他 2020 年 4 月 1 日施

行）、遺言保管法（平成 30 年法律第 73 号、2020 年 7 月 10 日施行）、成人年齢の
引下げに関する改正（平成 30 年法律第 59 号、2022 年 4 月 1 日施行）などが続
きました。
　本書では、上記の改正を踏まえた上で、2021（令和 3）年の民法・不動産
登記法等の改正（2023 年 4 月 1 日施行。ただし、不動産登記法の改正のうち、相
続登記の申請義務化および相続人申告登記に関する規定については 2024 年 4 月 1

日、住所等の変更登記の申請義務や所有不動産記録証明制度などについては、

2026 年 4 月 28 日までに施行）、また、相続土地国庫帰属法（2023 年 4 月 27 日
施行）を対象に、改正法の内容を詳しく解説し、今後の解釈の方向性につい
て検討しました。
　2021 年のこの度の改正は、周知のように、所有者不明土地への対応問題
を契機としています。しかし、改正された内容は、すでに生じた所有者不明
土地問題にどのように対処するのかという点にとどまらず、このような土地
が生じないようにするために、民法第 2編物権および第 5編相続、不動産登
記法、非訟事件手続法、家事事件手続法などを改正する広範な内容を含んだ
ものになりました。改正内容は、民法・物権法の基本的な考え方、また、こ
れと密接に関連する相続法理についても重要な影響があるものといってよい
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と思います。改正された条文と改正されていない条文との整合性を考えなが
ら、今後、これらの条文をどのように解釈し、運用していくのが注目される
ところです。
　本書では、今回の改正内容を、相隣関係および共有に関連した問題、相続
に関連した問題、不動産登記法に関連した問題、新法である相続土地国庫帰
属法の 4つに分けて、改正の主要な項目を網羅しました。
　法改正により追加・変更された内容について解釈論が定まらず、また、新
しい法制度については運用をどのようにしていくのかが明確ではない部分も
ある中、執筆者の皆様には、本書の意図をご理解いただき、丁寧に解説して
いただきました。編者一同、心より感謝申し上げます。
　また、詳解シリーズの第 2弾についても、㈱商事法務コンテンツ制作部の
吉野祥子さんに大変お世話になりました。企画段階から、執筆者と編者の連
絡・調整、校正作業における細部のチェックまで、さまざまなご支援をいた
だきました。この時期に、詳解シリーズを刊行することができましたのも、
ひとえに、吉野さんのご尽力の賜物であると思います。

　最後になりましたが、企画会議を終了し執筆依頼をした段階で、編者の 1
人である潮見佳男先生が逝去されました。周知のように、潮見先生は、相続
法を財産法の観点から再構築されることを目指し、2018（平成 30）年民法お
よび家事事件手続法の改正、2021（令和 3）年の改正作業にも大きな影響を
与えられ、その成果をいち早く『詳解相続法〔第 2 版〕』（弘文堂、2022）と
して公刊されました。潮見先生は上記のご著書の公刊後、1か月も経たずに
亡くなられたことになります。編集会議で、執筆者から頂戴した原稿につい
て、潮見先生と議論をする機会が永遠になくなってしまったことに寂しさを
感じます。
　潮見先生が本書で執筆される予定であった箇所については山野目章夫先生
が、また、潮見先生が編集担当となっていた箇所については松尾弘先生が、
担当してくださいました。今回の改正に際して法制審議会で重要な役割を果
たされた両先生のご尽力がなければ、改正法の施行後から時を置かずに、本
書を刊行することができなかったと思います。
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　この場をお借りして、潮見先生のご冥福を心よりお祈り申し上げますとと
もに、編者である山野目先生と松尾先生にも深く感謝申し上げます。

　2023 年 4 月
　編者を代表して

千葉　惠美子
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